勤務時間等規則

社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規則
(目的)
第１条　この規則は、社会福祉法人大河原町社会福祉協議会就業規則（以下「就業規則」という。）に基づき、職員の勤務時間、休日及び休暇に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（関連規則等の定義）
第１条の２　この規定における関連規則等については、以下のとおりとする。
1 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規程、以下「勤務時間等規程」という。
2 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規則、以下「給与規則」という。
3 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規程、以下「給与規程」という。
4 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会育児・介護休業等に関する規則、以下「育児休業等規則」という。
5 大河原町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、以下「町勤務時間等条例」という。
6 大河原町職員の勤務時間、休暇等に関する規則、以下「町勤務時間等規則」という。

(1週間の勤務時間)
第２条　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり３８時間４５分とする。
(週休日及び勤務時間の割振り)
第３条　日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間を割り振らない日をいう。以下同じ。)とする。
２　所属長は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７時間４５分の勤務時間を割り振るものとする。
(週休日の振替等)
第４条　所属長は、職員に週休日とされた日において特に勤務することを命ずる必要がある場合には、勤務時間が割り振られた日(以下この条において「勤務日」という。)のうち、町勤務時間等規則第３条第１項から第４項までを準用した期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振り割り振ることができる。
(休憩時間)
第５条　所属長は、１日の勤務時間が、６時間を超える場合においては少なくとも４５分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩時間を、それぞれ勤務時間の途中に置かなければならない。
(正規の勤務時間以外の時間における勤務)
第６条　所属長は、臨時又は緊急の必要がある場合には、正規の勤務時間以外の時間において職員に勤務（以下「時間外勤務」という。）をすることを命ずることができる。
(時間外勤務代休時間)
第６条の２　所属長は、時間外勤務手当を支給すべき職員に対して、勤務等規程の定めるところにより、当該時間外勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間(以下「時間外勤務代休時間」という。)として、勤務等規程で定める期間内にある勤務日等に割り振られた勤務時間の全部又は一部を指定することができる。
2　前項の規定により時間外勤務代休時間を指定された職員は、当該時間外勤務代休時間には、特に勤務することを命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。
(休日)
第７条　職員は、国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７８号)に規定する休日(以下「祝日法による休日」という。)には、特に勤務することを命ぜられる者を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。１２月２９日から翌年の1月3日までの日(祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。)についても、同様とする。
(休日の代休日)
第８条　所属長は、職員に祝日法による休日又は年末年始の休日(以下この項において「休日」と総称する。)である勤務日等に割り振られた勤務時間の全部(次項において「休日の全勤務時間」という。)について特に勤務することを命じた場合には、当該休日前に、当該休日に代わる日(次項において「代休日」という。)として、当該休日後の勤務日等を指定することができる。
2　前項の規定により代休日を指定された職員は、勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場合において、当該代休日には、特に勤務することを命ぜられるときを除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。
（育児・介護休業等）
第９条　育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律。平成３年法律第７６号）に定める、育児休業、介護休業又はこれらに関連する事項は、育児休業等規則に定める
（休暇等の種類）
第１０条　職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇とする。
(年次有給休暇)
第１１条　年次有給休暇は、1月１日から１２月３１日までの間における休暇とし、その日数は２０日を付与する。ただし、期間の途中において新たに職員となったものには、採用時に次のとおり付与する。
	　　採用の月

	４月

	５月

	６月

	７月

	８月

	９月

	10月

	11月

	12月

	1月

	2月

	3月

	年次有給休暇の日数
	15日
	14日
	12日
	10日
	9日
	7日
	5日
	4日
	2日
	20日
	19日
	17日


2　年次有給休暇は、２０日を限度として、当該年の翌年に繰り越すことができる。
3　年次有給休暇の単位は、1日、半日、又は1時間とする。
4　年次有給休暇は職員の請求する時季に与えなければならない。ただし、請求された時季に年次有給休暇を与えることが業務の正常な運営を妨げる場合においては、他の時季にこれを与えることができる。
5　年次有給休暇を請求しようとする職員は、あらかじめ所属長に届け出なければならない。ただし、やむを得ない場合は、事後において速やかに届け出なければならない。
６　年次有給休暇は、前年の１月１日から１２月３１日までの期間（算定期間という。）において出勤率が８割に満たない者に対しては、第１項に定める日数から、出勤率に応じた日数を付与する。この出勤率の算定方法、年次休暇の日数及び関連事項は、勤務時間等規程に定める。
（病気休暇）
第１２条　病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる次の各号に掲げる場合における休暇とし、その期間は、当該各号に掲げる期間とする。
　(1)　業務上の負傷若しくは疾病又は通勤（労働者災害補償保険法第７条第１項第２号に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病により療養を要する場合は、必要と認められる期間

　(2) 結核性疾患により療養を要する場合は、１年以内で必要と認められる期間

　(3) 前２号に掲げる場合以外の負傷又は疾病により療養を要とする場合（以下「特定病気休暇」という。）は、引き続き９０日以内で必要と認められる期間。ただし、次に掲げる疾病については、医師の診断により、さらに引き続き９０日以内で必要と認められる期間につき延長することができる
　　　ア　高血圧症（脳卒中を含む。）動脈硬化性心臓病、悪性新生物による疾病
　　　イ　精神又は神経に係る疾病
　　　ウ　妊娠悪阻、切迫流産、子宮外妊娠、胞状奇胎、後期妊娠中毒症
　　　エ　上記アからウに掲げるもののほか、治療困難な疾病で会長が特に必要と認めるもの　
2　前項に規定する病気休暇の運用については、勤務時間等規程に定める。
(特別休暇)
第１３条　特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合における休暇とする。特別休暇を認める場合および期間は、勤務時間等規程に定める。
（委任）

第１４条　この規則で定めのない事項や運用等については、勤務等規程に定めるほか労働基本法を遵守しつつ大河原町の勤務時間等に係る例規を参考にして、会長が別に定める。
附　則

(経過措置)
１　この規則の施行の前に職員が取得した、就業規則等による年次休暇、病気休暇、特別休暇のいずれかは、それぞれ既に職員が取得した休暇等とみなす。
(施行期日)
２　本規則は、令和５年１２月１９日から施行し、同日から適用する。
2

